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　日本総研の西沢でございます。とかく法人税改革をはじめ税制改革は難しいものでありますので、私

からは、本日の議論の見通しをよくするため、約20分間、現状の整理と問題提起をさせていただきたい

と思っております。

〔政府、法人実効税率を20％台へ数年で引き下げ〕

　現在の政府案には幾つか特徴があります。一つは、目標が20％台と、非常に幅が広いということであ

ります。もう一つは、財源の有力候補として考えられていますのが外形標準課税の拡大、受取配当金の

益金不算入拡大、繰越欠損金制度の見直しといったように、少なくとも当面は法人課税の枠組みのなか

での議論にとどまっているということです。

　さらに、初年度の財源については、このような見通しが立って候補が挙がっていますが、それ以降に

ついては、租税特別措置の見直しのほかはほぼ白紙状態である－このような現状になっております。
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〔わが国法人実効税率は先進諸外国比約10％高い〕

　法人実効税率の引き下げ自体は、先進諸外国、アジア諸国と整合的な流れとなっております。わが国

の法人実効税率を先進諸外国と比較しますと、アメリカに次ぐ高水準です。わが国は、OECD加盟国平

均25.2％より約10ポイント高く、さらに、アジアの国々と比較しますと、わが国の高さが際立ちます。

〔先進諸外国ほぼ一貫して法人実効税率引き下げ〕

　先進諸外国では、近年、ずっと法人実効税率を引き下げてきておりまして、例えばドイツやスウェー

デンでは、90年代以降、ご案内の通り、抜本的な税制改革の一環としまして税率を大幅に引き下げてき

ています。そこでは、課税ベースの見直しのみならず、消費税の増税も行われているということです。

〔わが国歳入139.5兆円、うち法人課税17.4兆円〕

　４ページ目のこの図表は、社会保険料も含め、わが国の歳入――税と限定的に言わず、あえて歳入と

申し上げますが、歳入体系をあらわしたものです。国、地方、社会保障基金の政府部門ごとに、どのよ

うな税目で歳入を得ているのかを示しております。社会保障基金とはなじみにくいのですが、具体的に

は国の年金特別会計ですとか市町村の国民健康保険特別会計、あるいは企業の健康保険組合、協会けん

ぽなどを指しております。これを包括的に捉えまして、社会保障基金として、一つの政府部門としてい

るわけです。

　わが国の歳入全体は139.5兆円あります。そのうち、国は個人所得課税14兆円、法人課税12.1兆円、消
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費課税18.2兆円――ここは消費税が含まれます、資産課税2.6兆円、計47兆円。地方は個人所得課税11.9

兆円、法人課税が5.3兆円。先ほど見ていただきましたが、この法人課税5.3兆円の内訳は、いわゆる地

方法人２税、具体的には法人住民税3兆円と法人事業税2.4兆円であり、この法人事業税2.4兆円のうち、

約6,500億円が外形標準課税となっているわけです。そのほか、消費課税、固定資産税を中心とした資

産課税、計34.5兆円があり、社会保障基金では58兆円が社会保険料として支払われており、いってみま

すと、社会保険料は、今や、わが国最大の租税となっています。

　現在、国と地方を合わせた法人課税17.4兆円を減らさないままでの、すなわち、法人課税という枠組

みのなかでの実効税率引き下げの議論が行われているわけですが、そうした窮屈な議論となっているの

は、企業優遇・家計冷遇という批判を恐れた、消費税との関連を想起させないような意図が働いている

のかと推測します。しかし、それではいつまでたっても国民の税に対する理解が深まりません。本来は

消費税との関連も恐れない包括的な議論が必要であるかと思います。すなわち、このマトリックス全体

を使った歳入体系の議論をすべきというのが、私どもの問題提起の一つであります。

〔歳入に占める社会保険料、わが国一貫し上昇〕

　そして、歳入体系の話をするときに、やはり社会保険料の話を避けて通れないといったことを強調し

ておきたいと思いますし、これは、外形標準課税を考えるうえでとりわけ重要であると考えておりま

す。

　資料の５ページのグラフは、歳入全体に占めます社会保険料のウエートを時系列で見たものですが、
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ごらんのとおり、わが国だけは、かつて全体の約４分の１だったものが、今は40％強までウエートが上

がってきています。ほかの国を見ますと、低水準で横ばいであったり、かつては高水準でも緩やかに下

がってきたりしておりますし、とくにフランスに関しては90年代前半に明らかにウエートを落としてい

ます。これは政策的なものでして、社会保険料といいますのは、主に現役の賃金にかかっているため、

事業主負担は商品価格への転嫁、賃金への転嫁となりますから、輸出競争力あるいは賃金引き上げや雇

用に抑制的に働く、世代の公平性の点でも難があるという問題意識のもと、租税化を図ってきた意図的

な結果であります。

　わが国でも、これから高齢者人口の増加とともに、ほうっておきますと社会保険料がぐんぐん上がっ

ていくわけでありますから、フランスが意識したような経済的な帰結についても、社会保険料を含めた

歳入体系のなかで考えていくことが重要であるかと思います。

　ちなみに、今、厚生労働省では税制改正の議論とは別に健康保険法改正の議論をしていますが、ほう

っておきますと社会保険料は上がってきます。私のざっくりとした計算ですと、これから３年間で４兆

円ぐらい上がります。事業主負担はその約半分の２兆円。今、私たちは一生懸命税制改正の議論をして

いますけれども、２兆円といいますと、実効税率４％相当になりますから、それを相殺してしまうので

す。ですので、本当は社会保険料と税を一体的にコントロールしていかなければいけないということが

言えると思います。

　次に、各論に入ります。外形標準課税が今回の税制改正のキーワードの一つでありますが、難しいで
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すね。そこで、レジュメを少し離れまして、私どもの参考資料の図表２、３、４、５あたりをちょっと

ごらんいただくか、あるいは、頭のなかに企業のB/SやP/Lをイメージしていただくとありがたいので

すけれど、国の法人税と比較して、法人事業税における外形標準課税がどのような性格かといったこと

を少し考えたいと思います。

　国の法人税は所得にかかる。利益と言いかえれば、利益にかかります。当然、利益の出ている企業に

しかかからない。それに対して外形標準課税は、利益を課税ベースとするのではなくて、P/L上の人件

費あるいは銀行への支払い利子、地代・家賃などの外形部分プラス利益にかかります。さらに、B/S上

の資本金にかかるわけです。

　企業は原材料を仕入れ、そこに人件費をかけ、借入金の利子を支払い、工場や事務所の家賃・地代を

支払い、商品に仕上げて利益を上乗せして販売しますので、こうしたものは付加価値というふうに言い

かえられるわけです。経費は企業に利益が出ようが出まいが発生しますから、外形標準課税は黒字企業、

欠損企業ともにかかります。この付加価値と資本金にそれぞれ0.48％、0.2％を掛けたものが外形標準課

税で、それぞれ付加価値割、資本割と呼ばれるわけです。

　片や、政府が一生懸命下げようとしている法人実効税率は、法人税をはじめとして利益のみにかかる

税率の積み上げですから、外形標準課税の拡大、すなわち、付加価値割と資本割の税率を上げて、利益

にかかる税の税率を下げれば、定義上法人実効税率は下がるわけです。

〔外形標準課税に指摘されるメリット・デメリット〕

　言ってみればそれだけのことであって、森信先生はこれをトリックとおっしゃっていましたが、もっ

と有体に言いますと、まやかしのようなものであって、ただ、本編の資料6に戻りますと、まやかしと

はいえ、課税ベースを利益から付加価値および資本に切り換えるということは、企業行動に影響をもた

らしますし、ひいてはわが国経済にも影響をもたらします。ですから、そのメリット、デメリットを深

く考察した議論が必要であるわけであって、法人実効税率を引き下げるための単なる財源探しであって

はならないというのが私たちの問題提起の二つ目です。

　資料６にメリット、デメリットが簡単に整理してあります。

　順番にみますと、メリットとしては、まず、企業も地方の行政サービスを受けていますから、応益課

税の性格がある。次に、税収が他の法人税目に比べれば安定している。変動の激しい利益だけでなく、

主に経費にかかりますから。さらに、税収に地域的な普遍性がある。また、利益を出している企業の税

負担が減り、そうでない企業も払いますので、企業の新陳代謝を促す効果がある。こういったメリット

が指摘されます。

　他方、デメリットとしては、輸出競争力への影響があるということが一つあります。これは、消費税

との比較のなかで顕著ですが、外形標準課税の付加価値割も、付加価値割という言葉を出しましたよう

に、やはり付加価値税の一つである消費税と同じグループに入るわけですね。そのとき、外形標準課税

の付加価値割と消費税がどう違うのか。

　大きな差異の一つは、輸出免税ができるかできないか。すなわち、国境調整ができるか、できないか

ということだと思います。外形標準課税の場合、消費税と違いまして、輸出免税の仕組みがありません
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から、税金を価格に上乗せして輸出しなければいけない。ということは、その分、輸出競争力がそがれ

ることになる。他方で、消費税であれば、輸出免税の仕組みがあることによって、価格に上乗せしない

で輸出することができる。だったら消費税のほうがいいじゃないかという議論があるわけです。

　もう一つは、賃金課税の性格があり、フランスの社会保険料の租税化でお話ししたようなデメリット

があります。また、現行、資本金１億円超に限定されていますので、応益課税といわれる割に中小企業

は何で負担しなくていいのかという矛盾も抱えています。あるいは、税制としても非常に複雑になって

います。

〔外形標準課税の拡大とは（試算）〕

　今、法人外形実効税率引き下げに関する議論は、私たちの目に非常に見えにくい。水面下に潜ってい

るといいますか、あるいは議論されているのかどうかすら、もはやわからない状況にありますけれども、

外形標準課税が企業の税負担にどのような影響を及ぼすのか、私どもの立岡研究員の試算があります。

有力視されている政府案では、外形標準課税は引き続き大企業のみ負担するということになっているよ

うです。

　その場合、黒字大企業は約1,600億円税負担が減り、欠損大企業は1,600億円税負担が増える。しかし、

それでは応益課税という趣旨には合いませんので、では、全企業に課税したらどうか。しかも、法人事

業税のうち、利益にかけている部分も外形標準課税にシフトしてしまったらどうか。こうしますと、と

りわけ、中小欠損企業の税負担が増えます。より応益課税に近いものになろうかと思います。この試算
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は参考資料のほうにも詳細が出ておりますので、後ほど、ぜひごらんいただきたいと思います。

〔租税特別措置に指摘されるメリット・デメリット〕

　次に、租税特別措置です。租特は、2017年度以降の税制改正の軸になってくると思われますが、やは

り単なる法人実効税率引き下げの財源探しではなくて、租特のメリット・デメリットを起点とした議論

というものがあってほしいわけです。

　メリットとしましては、税制を多様な政策措置に利用できる。特定の産業・企業を効率的に支援でき

る。現金支出を伴わない。デメリットは、この裏返しでもありますが、特定の産業・企業に恩恵が偏る。

いったん創設されると既得権益化し、廃止が難しい。税制が複雑になるなどです。

　民主党政権のときに「租税特別措置透明化法」というのができまして、すでに２回、結果が出ていま

す。ただ、その２回の結果が十分に踏まえられて議論されている形跡もありませんし、租特透明化法と

名が付いているものの、租特は実質的に企業への補助金でありながら、個別の企業名が公表されていな

いのですね。ですので、租特を受けている企業が、その後、どういった投資をして、それによってどの

ような企業収益の向上があったのか、といったことがなかなか分析しにくいという状況にあります。本

来であれば、租特透明化法の趣旨を生かして個別企業にまで踏み込んで、その効果を検証すべきなので

すが、そういった議論も行われていないわけです。
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〔租税特別措置整理による税収増効果〕

　資料の９ページ目は、今の租特の主なものを示しております。安倍政権下で創設・拡充されたものが

6,800億円、中小企業支援が4,800億円、研究開発減税が3,700億円、その他が7,400億円、トータルします

と２兆3,000億円になりますが、このなかには課税のタイミングをずらしているものもありますので、

実質的なものを計算しますと1.8兆円になります。

〔法人税率引き下げを起点とし期待される経路〕

　最後の問題提起になりますが、法人税率の引き下げと申しますのは、あくまで経済の好循環という最

終目標に向けた起点にすぎないのですが、ただ、これをやっただけでは、企業はそれを内部留保として

ため込むだけかもしれません。それを賃金や配当や投資に回していくためには、税率を下げただけでは

動かないわけでありますから、この企業の法人税率引き下げを起点として、このようなダイナミズム、

動的な経路が働くように動かしていかなければいけないわけです。そして、持続的な経済成長があって

初めて、ああ、法人実効税率下げてよかったねという話になります。

〔他政策との連動が不可欠〕

　ここを動かしていくためには、これは私どもの年来の主張でもありますけれども、他の政策が必要で

あるということです。企業の収益力を強化するためには、コーポレートガバナンスの改革も必要でしょ

うし、生産性の高い企業に対して労働力を供給していくためには、雇用制度改革も必要でしょうし、こ
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うした労働供給・労働の移動を促すためには、それを支える社会保障制度改革も必要です。現在、社会

保障制度改革については、厚生労働省からはGPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）の見直ししか

聞こえてきませんが、そうではなくて、こうした雇用制度を支えるような社会保障制度改革であり、財

政健全化を支える社会保障制度改革が求められているわけです。これが私どもの三つ目の問題提起です。

〔まとめ〕

　以上、まとめが資料の12ページ目に書いてあります。木を見て森を見ずではありませんが、森を見て

政策を議論し、その森も、10年後、20年後の森を見て議論していってほしいということです。私の話が

きょうの議論の理解に少しでもお役に立てばと思っております。私のほうからは以上でございます。あ

りがとうございました。（拍手）


